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中国法史講義ノート（Ⅲ）
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成満
註　
（1）　
中国法史講義ノート（Ⅰ） 、 （Ⅱ）は、星薬論集二九輯、三〇輯に収載。
　　　　
第四章
　
裁判の手続
　
第一節
　
断獄と聴訟の仕組み
　　
一
　
断獄の仕組み
　　　（1）
　
断獄の特徴
　［統治の一部門としての裁判］
　
命盗を中心とする徒刑以上の刑罰を科する事案を重案とし、官が行うその
裁判を断獄とか断罪と呼びます。笞杖の刑に止まる戸婚田土銭債の事案は細案であってその裁判を聴訟と言います。
　　　（2）
断
獄も聴訟も権力を分立しない官の統治の一部門であり裁判は治安の維持を目的とした官の処分です。　［稟議制的手続と必要的覆審制］
　
断獄は事案の全段階を包摂する稟議制的手続 （起案→回議→決裁→実施→記録） に沿っ
て進みます。総督、巡撫が律例を引用（ 「照」 ）した
　　　（3）案を作りそれを受け取った皇帝は刑部に諮問した上でその案の当否
2を決裁します。
　　　（4）
例外的には皇帝が新たな判断をすることもあります。斥けたときは督撫に差し戻します。犯人（ 「人犯」 ）
に対する処罰の内容を定め（右記の起案に当たる）皇帝の審査に回し（
 〃
 回議
 〃
 ）その当否の判断を委ねて（
 〃
 決
裁
 〃
 ）裁可を得られれば執行（
 〃
 実施
 〃
 ）し必要な事後報告（
 〃
 記録
 〃
 ）をなす督撫は現場の主管者として皇
帝と共に断獄手続の中核にありました。　
督撫が案を定めるまでは階層をなす官僚組織に沿って自動的にいわばボトム・アップで案を作り上げて行きます。断獄
を必要的覆審であるとして来た従来の理解は案の作成段階の説明に止めるべきです。さらに言えばそこでの判断が独立していないことから見て案の作成段階も稟議制の中で理解する方がよいと考えられます。　［官の主導性］
　
手続の開始と進行を主導するのは官です。官が職権的に動きます。
　［実質的真実主義
　
真相を解明して犯罪者を取り逃がさないという実質的真実主義に立っています。
　　　（5）
時効制度、拷問
の禁止、無罪の推定、確定力あるいは一事不再理等の法 は存在しません。犯人を保護す 発想に乏しいのです。犯人が享受できるものは官吏が法に従う反射的な利益でしかありません。　
滋賀秀三氏は現代の刑事裁判は厳格な手続に沿ってなされた特定人の真実に近似する判断を真実と代置する判定である
とし、それ故裁判官個人の責任 問われることは いとされます。他方、清代 裁判は真実そのものを追求するものであり裁判官個人が免責されることはないとされます。
　　　（6）
しかし、手続の内容やその多い少ないとか成文化されているか否か
の違いはあっても清代 重案に手続規範 ない訳ではありません。ま 、現代の裁判も真実を求めない訳ではなく一層の真実への接近を目指して審理を繰り返すこと できるようになっています。現代 裁判と比べたときに最も留意するべきは手続の緻密さや追求の対象が近似的真実か真実そのもの いうこ よりも現代 裁判が真実発見 共 その前提として人権の確保という価値を重視しているの 対し、断獄は目 を真実追求に限っている点にあります 官個人を免責
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するか否かは何を問責の要件にするかという実体的な政策判断（ポリシー）によるのであって手続のあり方と論理必然的な関係はありません。　［民事的処理の付帯］
　
現行法のように一つの事件を刑事手続と民事手続に分けて手続が同時に別々に進むようなことは
ありません。必要であれば重案のための刑事手続の中で民事面の処理をします。　
断獄を司る機関
　
断獄は皇帝が官僚機構を手足として使って司ります。原理的には皇帝が総督、巡撫が作った犯人に対
する処罰案を刑部に諮問して当否を決めます。ただ、この決定権限を死刑事案 除いてその重大性の程度に応じて特定の官衙に委託してい す
　　　（7）。執行と報告は督撫の責任で行います。
　
審理の目的と対象
　［審理の目的］
　
犯罪の成否を判別し有罪であれば刑罰の量定をなすことが審理（ 「審看」 ）の目的で
す。有罪のときどのような犯罪類型になるかも重要です。 （ 「罪名雖無出入・援引究未允協」 ）ただ、犯罪の成否や類型を決める事実は量刑のための事実に含まれてい し犯罪の成否を決めるときと量刑するとき 間に証拠法上の違いはありません。それ故、犯罪の成否や類型の認定と量刑 手続を分けずに同時に行います。捜査段階では重大な犯罪が成立するか否かを調べて犯罪が成立する蓋然性が高いと思われ 事件 法廷審理に委ね のであって、法廷 量刑 軸に手続を進めて犯罪の成否や類型を確定し刑を定めます。 擬するときまでに犯罪 成立が確定し刑罰が決まることになります。判決手続に於いて予断を排除して訴因という形で示された犯罪事実を決められた証拠法によって認 し、その後 事実の範囲も証拠法の内容も異なる量刑手続を置く現代 刑事訴訟手続と 異なります　［審理の対象］
　
審理の対象は事件の全体を見て承審官が決めます。犯罪の成否に関する事実と量刑事情が審理の対象と
なります。 ともと律例は不文の準則によって犯罪であると判断された行為に科するべき刑罰を示す量刑 例示 ありました。ところが、 成文化されると律例の条項は犯罪類型として犯罪の成否を考えるときの枠にもなって行きます。事実上、
4引用する蓋然性が高い律例の条項があればそれが示す枠を取り付きどころにして捜査し審理したのでしょう。　
断獄の進行過程
　［捜査］
　
律は断獄の開始について不告不理の規定を置いています。しかし、清代にあっては捜査の端
緒があるとき州県官は進んで捜査を開始して情況を省内の上級官衙に報告します。とりあえずの報告書（ 「通稟」 ）と正式の報告書（ 「通詳」 ）とがあります。その後は時に上級官衙による指導、監督があり得ます。これを訪案と呼びます。捜査には佐弐官や首領官であ 吏目、典史とか属官である巡検、さらには衙役が州県官の手足として動きました
　　　（8）。拘禁施設
として獄があります。立案 ための十分な証拠を収集する見込みがないとして捜査を止めるこ は るけ ども時間が経過したときに処罰手続の開始を認めない時効制度はありません。　［法廷審理］
　
犯罪が成立する蓋然性が高いと判断されるとき州県官は法廷（ 「堂」 ）での手続（ 「庭質」 、 「帯堂」 、 「過堂」 、
「到案」 ）を始めます。　
法廷に於ける審理手続は事実上公開されています。
　
地方の下級官衙は上級官衙へ問い合わせることがあるし上級官衙からの指導があり得ます。総督、巡撫は刑部の意見を
問い合わせた（ 「咨請部示」 ）ときを除いて事案について事前に報告 ることはないので刑部 進んで や を ることはありません
　　　（9）。
　
捜査と法廷に於ける審理とは一連であって法廷の内と外は連続しています
　　　 （10）。
　
事実は証拠によって合理的 認定します。神判は存在しません。証拠は関係者が提出することも るし官が収集するこ
ともあります。いずれに よその採否は官が決めます。　
違法性と有責性に分けてその存否や大小を評価 るので なくて具体的な行為の中で犯罪性を総合的に評価することが
あります。まず違法性の有無、大小を認定すると決まってはいません。
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有罪の立証ができないときでも挙証責任の考え方はありません。無罪の推定はせずに実体的真実の発見を目指しま
 
す
　　　 （11）。もっとも州県官は有罪の心証を得たから法廷を開いて審理し始めたのであって犯罪の成否がはっきりしないことは
まずありません。　
伝聞証拠は避けて使わないというそれなりの事実上の基準があります
　　　 （12）。重案だからといって、また、犯罪事実に関す
る事実であるからといって格別厳格な証拠法が適用される訳ではありません。一定の拷問は合法であり供述は無理やり言わせた任意性の乏しいものでも他の事柄と総合して見て信用できるとすることがあります。　
心証形成は承審官の任意です。
　
　
証拠力に外からの制約はありません。ただ、経験に基づく事実上の判断基準はあります。複数の証拠が一致したとき証
拠力は大きくなります。ある事実があるとされたとき他の事実の存在を推定す 間接的な証明方法もあります。　［定擬］
　
律例を適用し犯人に対する処罰案を作ることを定擬（ 「擬律」 、 「擬罪」 ）と呼びます。そのためにはいわば供述
調書である供状のほかに罪を犯したことを認容する招状と呼ばれる書類を取った成招とか獄成と呼ぶ状態になっていることが必要 す。それは取調べをする州県から督撫 での官員 行為を制約 ます。もとも は本人しか犯罪事実を知らないし、また、本人は知っていると考え 罪行為をなしたという認容があったときに犯罪事実が立証されたとしたのでしょう。ところ 本人の認容の果たす役割が形式化して重案に於け 単なる証拠ではなく 定擬するための要件 って行きます。ただ、それは定擬 ため 必要条件であり十分条件ではありません。事実 認定権は官にあ の あって認容あってもそれに沿って定擬しなくてもよ のです。　［解審］
　
州県官は府に事案を委ねるか否かを判断します。事実上、ここで重案か否かが決まります。州県や府の官衙は
審理し犯人に対 る処罰案は作るけれども の内容を決定して まうことはできません。州県官 案を作っ そ を犯人
6の身柄と共に府の官衙に送って （ 「招解」 ） 知府の審理に委ね、 知府はさらに省の官衙にまで送って審理を繰り返します。 （ 「解審」 ）ただ、簡便化して身柄を省までは送らないことがありました。それを原則に対する例外とする理解と事案の軽重や時代による手続の変遷であるとする理解があります
　　　 （13）。
　
事案を受け取った府や省の官衙が駁斥することもあります。その理由の第一は、事実認定の間違いです。案情不確故調
べなおせと言います
　　　 （14）。第二は法の適用の間違いです。その一は法の適用をなす前提要件が満たされなくなる招状の撤回
（ 「翻異」 ）であり、一は法解釈の間違いです。また、作業仮説として取り上げた事実の範囲が間違っているときもあります。 （ 「引断殊未允協 駁斥したらもとの官衙に差し戻すのが通例ではあるけれども上級官衙自ら判断 こともありま
 
す
　　　 （15）。
　［定案］
　
犯人に対する処罰の内容を決定することあるいは定めた内容を定案と呼びます。州県官衙から順に繰り返し審
理して作り上げた案を基礎にして定案の権限を持つ督撫等が決定します。いわば起案 あってこ が次の結案のための素案になります。その後犯人の身柄は州県 送り返して結案を待たせます。　［結案」
　
執行等の手続は残るけれども定案に対するいわば決裁に当たる裁可を得たとき犯人の処遇を決めるという狭い
意味の断獄は終結しま 。これを結案と呼びます。定案をも に が終結してよい外結 事案（批結の案）と中央 審査を経て結案する内 の事案があります。題結の案は督撫が案 起こして上奏しそれについて皇帝が刑部、三法司等に諮問して審査し答申させて 案します。咨結の は刑部に督撫 審査し裁可す 権限を与えて ます。　
刑部の審査は送られてきた書類のみを根拠にします。犯人 取り調べることはありません。書類にない新たな証拠を収
集することもありません。事案は省ごとに設けられている清吏司に委ねられそ 書吏が作った案 司官 意見を記しそれをもとに堂官が判断し す
　　　 （16）。そのとき律例館に参照するべき先例（ 「成案」 ）の有無等について諮問することが少なくあ
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りません。それを通して法の統一がなされました。　
皇帝が答申を斥けることはまずないけれども刑部が督撫の案に賛同しなかったために結案しないことはよく見られま
す。刑部が督撫の案に賛同しない理由は省や府がその下級官衙の案を駁斥する理由と全く同じ訳ではありません。刑部は取り調べをしないので翻異されて斥けることはありません。また、刑部と督撫の意見が合わないときは皇帝の判断を仰ぎます。咨結の案につ て刑部 は進んで刑罰を決める権限は与えられていないのであって自判するこ はありません。　
執行
　
執行（ 「決」 ）することを徒、流刑は発落と呼び死刑は正法と呼びます。執行の前提として結案の内容を犯人に告
知したのでしょう。刑罰の執行は、通例、身柄を確保してい 州県が督撫の指揮下でなしたと推測されます。　
因みに、死刑に処するとされたけれども監候の場合 後に記す秋審に委ねるのであって執行するか否かはそこでなされ
る審査の結果によります
　　　 （17）。
　
報告
　
執行の責を負う督撫は上級の官衙に事案の結末を報告します。批結の案について刑部へ報告します。これを彙報
と呼びます。咨結の案 ついて皇帝へ報告 ます。これを彙題と呼びます。題結の案 皇帝が直接関わっているので報告する必要はなかった で ょう。　
律例の手続の調整
　
時に律例が規定する手続を事実上、あるいは法律上修正、補充して手続を簡略化する調整をなす
ことがあります
　　　 （18）。律例と異なる違法な処理ではあっても上級官衙が関知しなければ事実上有効なものになります。また、
律例とは異なる法が作られたり事前に皇帝から権限を授与された場合や事後に個別的に容認する皇帝の判断がなされたときそれは特別法として、あるいは特例として律例に優越します。ただ、原則となる準則はあくまで律例であってそれらは調整するための措置であったと見るのが至当 す。　
例えば第一に、律例の手続によれば解審するべき事案について調整して州県で終わらせる場合があります。被害者のい
8る犯罪に於いて当事者間で金銭和解が成立したときにこのように処理されることが多いように見えます。ときには事実認定を曲げて軽い犯罪としてしまうこともあったと言います。その背景には当事者が和解を望んだとか官が断獄の難しさを避けようとしたとかの事情があり す。第二は、治安を維持 るとい 断獄の目的を達成するために皇帝へは事後報告止める死刑手続の調整が時に所によ 見られます。その一に、督撫が判断して即刻処刑して事後的に上奏する恭請王命があります。二に、督撫が裁可し 該地方の官員に執行させて中央には事後に通知するに止める就地正法があります。道光末期以降、費用がかかるだけではなく犯人奪還等の恐れ ある等の招解 伴う課題を解決するために省都での解審が免除されたことから始まります。太平天国の乱以降は治安が安定しない地域で厳罰を目的にした即決という地方官 る結案と執行がなされ 同治年間以降、省によってはそ ための章程が作られました　　　
二
　
聴訟の仕組み
　　　 （19）
　
聴訟の特徴
　［全体的観点からする教令］
　
聴訟は官が主導する教令的な一方的処分です。判決を出した後に遵結を提出
させます。滋賀秀三氏は判定に拘束力がある点に裁判の本質があり調停は同意を得て終結するものであるとされま 。そして聴訟は後者に当たるとし糾問教諭的調停ととらえられます。しかし、強制的 遵結を取るこ あ であって官がなす教令というのが至 です。ま 、遵結は官と具呈人（ 「原告」 ）お び官と被告の間で別々 授受される であって判決には両当事者間の合意を保護 るという私法 色合いは薄くその意味でも調停として説明 るのはよくありません。　
直接の紛争原因を見て解決を計ることが軸にはなるけれども共に栄えるために全体的観点から紛争を治めることを目指
すところに実体面の特徴があります。調整的、修復的あるいは能動的判決をな こ　［相対的解決］
　
重案の手続とは異なり当事者間の紛争解決に必要な限りの相対的解決をなすのが原則です。
　［法と裁判の関係
　
滋賀秀三氏は訴訟のあり方が法や法思想のあり方を規定するとされます。聴訟は行政的な裁判で
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あって当該事案に於ける法を宣言しないので実定私法体系を育てる必要がないし、また、拘束力のある判定である裁判は法の存在を強く要請するのに対して調停は当事者が同意するので法への関心は弱くなるとします
　　　 （20）。しかし、近代以外の
国家の統治や法の仕組みの特徴を見るためには近代法のような訴訟で適用するものだけが法であるとする は一層深く緻密に分析すること あきらめてしまうことでありよくありません。 に於いて法がどこまで適用されてい かに着眼してむしろ法から訴訟のあり方を説明するのがよいと思われます。裁判が行政的な性格を帯びたから いって法が存在しない訳ではありません。統治政策は存在 であっ 官と人民 間 規範である公 としての民事法は存在 ています。法と情理が分けられていない で法理とし とらえるのがよいけ ども例えば家族や土地支配は一般的にかくあるべしと官が考える公法と ての行為規範で る家族法や土地法は存在します。時に調整することはありました。 だ、裁判でも通例はそれに沿う判決をなし 紛争の解決を目指 い す
　　　 （21）。
　［民事手続への純化傾向］
　
律例は官に対する人民の地位を規定する公法です。民人間の関係を記す民事的条項も刑罰を
規定しています。ただ、聴訟 律例を殆ど引用し おらず刑罰によ 取締り的色彩が薄らいで民事手続とし 自立する傾向にあります。民事法理は刑罰を科 守らなければならない程 は官 利害に関係していな のでしょう。　
聴訟を司る機関
　
州県は定案し結案する権限を与えられています。さらに執行や報告をなすことも州県に委託されてい
ます。州県自理の案と言います。　
審理の対象
　
共に栄えるために紛争を全体的に解決する制度であることを反映して審理の対象は誰が誰と何を争ってい
るかという紛争の主体や客体を中心にはするけれども、そ に限られません。紛争の主体 訴状の記載等を見て決めます。審理の対象は判決時まで変化し得 紛争は個別的であり事実は無限に り得るけれども実際は適用 る可能性高い法理を作業仮説として睨みながら審理の対象を考える点 断獄と異 りません。
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審理の対象は承審官が決めます。人民には主体的な権利も官に
対する請求権もないので審理の対象を人民が決めることはありません。　
聴訟の進行過程
　［具呈］
　
人民は利益を得られると考えたとき
進んで官を利用します。細案は告訴（ 「呈」 、 「稟」 ）を待って動き出す訟案 す。訴状（ 「状」 、 「詞」 ）に対立する相手を明示します。訴は相手の人格を非難し自分が置かれた不当な状況を述べて自分に有利な恩恵的処分 なすように官を促す請願です
　　　 （22）。
　
訴状を受け取った官は 制度に沿うことがその紛争の解決
に有効な方法であるか、原告に聴訟の利益 あるかどうか、法と証拠から見て保護が認められる蓋然性があるかどう とい ことを見て審理手続を進めるかどうかを決めま 手続を進めるのを准といい斥けること 駁と言いま 。このときから既 法廷外で事実上審理は始まっていると言えます
　　　 （23）。
　［法廷審理前の手続］
　
通例、法廷を開く前に令状（ 「票」 、 「単」 ）
を与えて衙役を現地に出向 せます。そして紛争 拡大 防ぐとともに実情を調べたり証拠を集めたり調停（ 「調処」 ） きる可能性を探らせたりします。
訴状の右半分（淡新档案 22107 の 18）
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　［法廷審理］
　
法廷を開くために期日を定めて関係者を任意にあ
るいは強制的に出頭させます。この段階でいわば強制管轄となります。通例、調停をするかどうかは審理がある程度進んでから決めます。調停 官員が証拠方法や論点を挙げて衙役に命じるのが一般です。調停がうまくいけば官の裁可を経て紛争を決着させます。　
証拠法に断獄との間に大きな違いはありません。滋賀秀三氏は
事実認定は衆人の共通認識の成立を目標とすると れるけれども、そのためのはっきりした制度がある訳ではありません
　　　 （24）。恐
らく現代の裁判も主権者たる国民が共 して納得 事実認定目標にしています。聴訟に於いて共通認識 成立したことの認定を含めて事実認定は承審官 心証によったとするべきです。　［定案、結案］
　
審理は一回で終わることが多いけれども回を重
ねることもあります。格別判決（ 「堂諭」 ）の めの期日がある訳ではありません。判決は法廷審理 終わり 口頭 告げ後刻書類に整えます。原告と被告を判決の名宛人とします。定案し きはそれぞれからそれを受け入れることを誓う甘結を提出させて州県で結案します。重案のような定擬の前提として罪状に対する認
訴状の左半分
12
容を求めるのではなく判決に対する認容を求めます。 重案に於ける罪状の認容と同じく無理やり書かせることもあります。民事的事実は必ずしも自分がなした行為ではないので当事者が正しく事実を知っているとは限らないし、また、法理を調整することもあるので判決への認容を求め のでしょう。また、そもそも重案は定案をなした官員を名宛人として結案するのであってそこに 判決を言い渡すという言葉にふさわしい手続があったように 見えません。 ［和息、註
］　
紛争の解決のために官と人民は共働しています。民間で仲介者（ 「公親」 ）が間に入って和解（ 「和息」 ）
することがあります。公親が官に和息状を提出して官が裁可した後に当事者 遵結を出すと判決と同じように扱われまた。また、立ち消えになる事案 多く見られます。勝ち目 ないと見たときのように官に利用価値がなく 訴を放置する当事者が少なくなかったのでしょう。官は結着を見届ける必要はないのでそれ以上進んで関わろうとはしません。事案を消去しま 。それを註
と言います。訴の六割位は和息あるいは註
で終わっていると言います。もっとも、後で訴
が蒸し返されることもあります。そのとき官は必しも形式論で斥けはしません。判決 確定力はないので 。 
執行
　
判決と一致すれば主張に重みが付くし官も判決の履行のための配慮はするけれども完全に履行を確保する方法は
ありません。判決はそもそも人民にとっては外的な存在である官の判断です。それ故、現代 人民主権国家のような予め承認している制度の中の義務違反者に対する強制では くて、外か 説理も くは強制か、あるいはそれに対する心服もしくは屈服かのどちらかによって執行さ　
報告
　
州県は結案した州県自理の案について上級官衙へ定期的に報告します。毎月末に上司（府、道、司、督撫）に提
出する循環簿、四柱簡明清冊に旧管（前月より繰越） 、新収（月内に受理） 、開除（月内に解決） 、実在（翌月に繰越）の別を記入して進捗情況を報告します。報告まで含めて見た き聴訟は多く 州県 委ねる簡略化 た稟議 的手続と て理解できま 。地方ですべての手続を終えま 。
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註
（1）　
滋賀秀三「清朝時代の刑事裁判――その行政的性格。若干の沿革的考察を含めて」 （滋賀著書二所収） 。
（2）　
笞杖の刑を科する刑事細案は重案と細案のいわば中間的手続で処理されます。州県が上申して順に覆審して行って督撫が判断す
る場合と直ちに督撫に詳文で上申し督撫が判断するときと （ 「詳結」 ） 州県が判断し執行した後に督撫に報告する場合があります。 ｛鈴木秀光「詳結―清代中期における軽度命盗案件処理」 （法学六三の四） ｝ 。いずれの場合も犯人の身柄は州県に置かれていて上級官衙がなすのは書類審査でしかないということであり、また、督撫が最終判断をしているということに留意しなければなりません。（3）　
本稿六頁。
（4）　
官衙内部のその官衙としての意思決定も稟議制的です。例えば刑部の堂官と清吏司の間や按察司の按察使と房の間では下僚起案、
上官決裁の関係がはっきりしています。（5）　
重大事案ほど手間や費用がかかっても真実を追究します。
（6）　
滋賀著書二、 七一頁、七二頁。
（7）　
中国法史講義ノート（Ⅱ） （星薬論集三〇輯）四頁、五頁。
（8）　
死亡事案に於ける検視は伍作と呼ばれる衙役がします。拙稿「清代における医療提供の仕組みと違法な治療に対する処罰」 ｛森田
成満『法と身体』 （国際書院、二〇〇五 ｝所収。（9）　
拙稿「清代の人命事案に於ける事実認定の仕組み」 （星薬論集一八輯） 。
（10）　
拙稿「共犯者が逃亡しているときの清代刑事訴訟手続」 （同右書一四輯）
（11）　
木間正道、鈴木賢、高見澤磨、宇田川幸則著『現代中国法入門』 （有斐閣、二〇一二）二八四頁。
（12）　
拙稿（本註
10） 。
（13）　
鈴木論文（本註
2）五八一頁。
（14）　「案情既未確鑿・・・再行提犯研鞫」 、 「案情既多疑竇」 、 「案情種種可疑」 、 「案情種種支離」 。（15）　駁斥があったとき、関係した官員個人の責任を追及します。実質的判断を た官衙程責任が重いのであってそれ故下級官衙 官
員程責任が重くなります。（16）　
三節註
7参照。
（17）　
本稿一五頁。
（18）　
寺田浩明「自理と上申の間――清代州県レベルにおける命 処理 態」 ｛夫馬進『中国訴訟社会史の研究』 （京都大学学術出版
会） 、二〇一一｝所収。鈴木秀光「清代刑事裁判における州県官の対応に関する一考察――淡新档案の科刑事例を一例に」 （法制史
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研究六二） 、同氏「杖斃考――清代中期死刑案件処理の一考察――」 （中国――社会と文化一七） 、同氏「清末就地正法考」 （東洋文化研究所紀要一四五冊） 。鈴木氏は杖斃や就地正法と律例とを規範として同じ平面でとらえられているように見えます。律例が原則であり杖斃等は律例を調整する法理として理解するのが至当です。基礎には律例がいわば一般法として存在し続けているのであって杖斃等をやめたときに再立法の手続を経ずにもとの律例の制度に戻ると考えられます。 。（19）　
拙著一一七頁以下。滋賀秀三「淡新档案の初歩的知識――訴訟案件に現れる文書の類型」 、 「清代州県衙門における訴訟をめぐる
若干の所見――淡新档案を史料として」 、 「清代の民事裁判について」 （いずれも滋賀著書四に収載） 。（20）　
本稿（Ⅱ） （星薬論集三〇輯）一三頁。滋賀著書二、 三六八頁。
（21）　
五章、六章で詳述します。
（22）　
官に対する請求権を人民は持たないことと関係してどうしてほしいかということをはっきり記さないこともあります。それがな
くても手続は進められます。
　　
聴訟が始まっても州県から直ちにそれを上級官衙へ報告する訳ではありません。上級官衙が指揮命令することはなく州県が独立
して判断するのが通例であったと思われます。（23）　
現代中国の民事訴訟手続にある立案に類似します。
（24）　
滋賀著書四、 一八九頁。
　
第二節
　
上控
　
上控する官衙
　
地方官衙の断獄や聴訟を巡る行為について上級官衙に人民が善処を請求することがあります。 （ 「上控」 ）
ただ、それは人民の権利ではないし独立した制度として十分には整っていません。断獄や聴訟の外からする手続がはっきりしない行為故、 は定擬がなされていなくてもいつでも、またどこへでも事実上有利なところになしま 。時には中央官衙に訴える（ 「京控」 ）こともあります。請求するのに時間的な制限はあり 主張内容も限定されず何でもあり得ます
　　　（1）。
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上控に対する処理
　
官は人民に請求権がないからといってむげには斥けません。今までどの官衙に係属していたかを見
ながら適宜処理したのでしょう。断獄に関係して上控した場合その手続に組み込まれて同化し事実上招解制度を補充します。京控は具奏、咨回、駁斥に三分して処理します。例えば嘉慶年間には督撫に送ったり欽差大臣を派遣して審理したり、あるいは刑部が審理したと言います。註　
（1）　
現代中国の信訪制度に似ています。
　
第三節
　
秋審と勾到手続
　　　（1）
　　
一
　
秋審
　
秋審の目的
　
死刑犯罪のうち処刑を急ぐものを仕分けして立決として抜き出し、残りを監候として執行せず翌年の秋ま
でにもう一度見直します。直ちに処刑しなければならない程凶悪な犯罪ではないけれども、すぐには減刑できないときに監候とします。立決とするべきか監候とするべきかについては律例が記しています
　　　（2）。その手続を秋審と呼びます。情実 （処
刑相当） 、 緩決（翌年の秋審に入れる） 、 可矜（減 ） 、 留養（父母 介護のための釈放）のどれかに処遇することを決めます。明代に始まり清初に確立した制度だと言います。　
そこには判断を一年遅らせることから来るいわば二次的な働きがあります。定案手続を予備的な一応の判断として大枠
の事実認定に止めるこ ができます。他の監候事案も纏めて同時に審理することによって他の事案と比べられるので死刑
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の適用の均衡を計ることができます。また、それは事実上、拘禁の刑罰を付加刑として科することであり、そこから減刑の可能性も出て来るし一般予防的効果も期待できます
　　　（3）。
　
秋審の手続
　　　（4）
総督、巡撫が案を作成して皇帝が中央官衙に諮問して決める秋審の手続は断獄に似ています。諮問を受
けた中央官衙は督撫 案を軸に審理します。それを斥けるとき 代案を示したと思われます。皇帝は上申に沿って時には督撫とは異なる判断をします。督撫の案を斥けるときは差し戻すのではなく必ず結論を出すのであって典型的な稟議制とは異なります。　
督撫は秋審截止日期までに監候秋後処決となった犯人を再び取り調べてその処遇の案を決めてそれを五月内に上奏しま
す
　　　（5）。 （外省秋審、秋審題本）それが刑部に回付されます。
　
皇帝からの諮問を受けてそれを審査する中央 於ける手続を準備する刑部は六部、都察院、大理寺、通政使司の堂官、
詹事、六科の給事中、十五道の監察御史が参加し 八、 九月頃に開かれる九卿会審に提出する秋審招冊を作成します。そこには地方官衙が作った当該年度 全て 秋審事案が纏めて記されています。他方、刑部 しての意見を纏めるために処遇の案を記す本文（ 「案身」 ）と末尾部分（ 「部尾」 ）からな 略節清冊と呼ばれる冊子を年末から四、 五月頃まで 作成します
　　　（6）。その後、再調査（ 「核」 ）の必要があるときや回付された督撫の意見を見て部内の持ち回りの意見と督撫の意見と
が一致しないとき（ 「内外不符」 、 「内商外実」 、 内矜外緩」 ）は七月頃に秋審処の官員による司議と堂官の堂議を開いて最終意見を決めます
　　　（7）。九卿会審では秋審招冊をたたき台にして処理します。そこで改案することになったときは招冊に改
事方箋と呼ばれる紙片を貼り付けま 。会議の結論を皇帝に上奏します。　　　
二
　
勾到手続
　
勾到とは秋審に於いて処刑するべきであるとされた者（ 「情実」 ）の中から皇帝が執行命令を与える者を選び出す手続で
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す。 （ 「勾決」 ）情実に含まれても処刑されないこともあるのであって皇帝の慈悲を示すものでした。この手続は清初に始まり徐々に整備されたと言います。情実の犯人の名を書いた紙に皇帝が朱で円を書きその線が横切った者を勾決としたという説明と刑部、内閣、軍機処によって予め結論は用意されていたという説明とがあります。そして、免勾とされた者は次の秋審に組み入れられまし 。註
（1）　
秋審に関しては高遠拓児、 赤城美恵子両氏が精力的に研究されています。高遠拓児 「秋審勾決考―清代における死刑執行の手続―」
（社会文化史学四〇） 、 「清代秋審制度の機能とその実際」 （東洋史研究六三、 二〇〇四） 「清代の刑部と秋審文書」 （川端泰博『明清史論集――中央大学川越研究室二十周年記念』国書刊行会、二〇〇四）等。赤城美恵子「可矜と可疑――清朝初期の朝審手続及び事案の分類をめぐって――」 （法制史研究五四、 二〇〇五） 、 「 「緩決」の成立――清朝初期における監候死罪案件処理の変容――」 （東洋文化研究所紀要一四七、 二〇〇五） 、 「日本における秋審研究の紹介と今後の課題」 （中国史学会、二〇〇七
)
等。
（2）　
案を定めるときに督撫が律例に沿って監候に定擬する一方で刑が軽すぎるとして直ちに処刑 るよう皇帝に求めることがありま
す。また、時には律例を示さないで皇帝の善処を求める場合があります。これを請旨即行正法と言います。条例とされて一般的な制度となっ こともあります。 ｛鈴木秀光「請旨即行正法」考――清代乾隆・嘉慶期における死刑裁判制度の一考察――」 （専修法学論集九八｝ 。前者が定案手続によく見かける両請に、後者が夾箋声明に該当します。（3）　
拙稿「清代法に於ける同謀共殴致死事案の処罰の仕組み」 （星薬論集二六輯） 。
（4）　
案を定めるときに秋審でなすべき判断を決めておくこともあります。恐らく原則としてそれ 従って処断したのでしょう。
（5）　
犯人の身柄を省まで呼び出して（ 「提犯」 ）取り調べるのが原則であるけれども、官の方から州県を回ることもあ （ 「巡歴制」 ）
定案手続が終わっても身柄を省に留めて州県に（ 「留禁省城」 ）戻さないこともあります。（6）　
それは清吏司の書吏が案身を作成す ことから始まります。そして、清吏司の担当官が案身を添削して部尾に意見（ 「看語」 ）を
記入します。次いで秋審処で案身の添削と部尾看語の記入をします。最後に部尾に堂官が見解を記入します。この手続を見ること
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によって部としての意思を決める過程が分かります。 書吏がおおよその案を作り （ 「擬稿」 ） 担当の司官が意見を記して素案を作り （ 「定稿」 ）最後に堂官が個別に判断します。（7）　
史料として残る不符冊はこの堂議に提出する参考資料です。秋審招冊、略節清冊の部尾の転写および司議の結論（ 「方箋」 ）を記
載しています。
　　
因みに、稟議制の特徴であり、また文書行政と表裏をなすものであるけれども持ち回りで意思決定をなすのが清代官僚制の原則
です。会議は同級の官衙の間あるいは官衙内部の同級の官員の間の意見を調整するために必要なときのみ開かれます。中央諸官衙の官員が集まっ 会議を開く三法司の会議とか九卿 会議は同級 官衙間の意見を調整するものです。中央の正官が複数いる官衙に於いて持ち回りの手続の結果部内の意見 一致しないときや地方の作った案と が異なるときに開かれる会議は 衙としての意見を決めるためのも です。地方官衙 正 単独制であって官衙の意思は書吏に命じて原案を作らせて上申してきたものを正官が添削して決めるのであり本来会議はしません。
［付記］　
中国法史講義ノート（Ⅰ） （星薬論集二九輯）二頁八行目訴訟法を裁判の手続に改めます。九行目の定案手続を断獄と聴訟の仕組みに
改めます。十行目に第二節
　
上控と挿入し、十行目の二節を三節に、秋審手続を秋審に改めます。同（Ⅲ） （同書三〇輯）一三頁一三行
目の成分法を成文法に、一四頁四行目の全体的解法を全体的解決に訂正します。
